
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名    デンセイ・ラムダ株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    6917 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役　管理本部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　小橋　正實 TEL (03) 3447 - 4411
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 26日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 44,304 32.9 331 - 1,258 -

12年  3月期 33,328 62.3 △ 1,170 - △ 751 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 788 - 36.17 - 4.5 2.7 2.8

12年  3月期 △ 4,349 - △ 205.16 - △ 23.4 △ 2.0 △ 2.3

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    21,804,310 株　　　12年  3月期    21,155,255 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 10.00 5.00 5.00 217 27.6 1.2

12年  3月期 10.00 5.00 5.00 211 - 1.3

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 43,878 18,260 41.6 837.47

12年  3月期 48,477 16,631 34.3 762.77

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       21,804,310　株　　　12年  3月期       21,804,310株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 19,500 850 500 5.00 － －

通　　期 42,500 1,650 900 － 5.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   41 円 28 銭 



１．財 務 諸 表
(1)比較貸借対照表

（単位：千円、端数切捨）

期　別 

 科　目 構成比 構成比

（資 産 の 部） ％ ％

Ⅰ流  動  資  産 30,903,430 63.7 26,553,427 60.5 △ 4,350,003

1. 現 金 及 び 預 金 3,404,361 2,833,381 △ 570,979

2. 受 取 手 形 4,464,329 5,053,136 588,807

3. 売 掛 金 14,043,953 11,538,404 △ 2,505,548

4. 自 己 株 式 277 235 △ 41

5. 商 品 及 び 製 品 2,178,513 2,647,660 469,147

6. 原材料及び貯蔵品 564,948 1,137,490 572,541

7. 仕 掛 品 940,523 705,939 △ 234,583

8. 材料支給未収入金 958,690 1,093,003 134,312

9. 未 収 入 金 3,310,631 303,644 △ 3,006,986

10. 繰 延 税 金 資 産 706,054 655,368 △ 50,685

11. そ の 他 流 動 資 産 387,728 671,168 283,439

12. 貸 倒 引 当 金 △ 56,581 △ 86,006 △ 29,425

Ⅱ固  定  資  産 17,574,003 36.3 17,325,366 39.5 △ 248,637

 (1)有 形 固 定 資 産 6,906,552 14.3 6,681,996 15.3 △ 224,555

1. 建 物 1,719,704 1,628,409 △ 91,295

2. 構 築 物 113,317 100,595 △ 12,722

3. 機 械 及 び 装 置 538,130 540,462 2,331

4. 車 両 運 搬 具 4,054 4,590 535

5. 工具器具及び備品 423,164 410,506 △ 12,657

6. 土 地 4,108,179 3,997,431 △ 110,748

 (2)無 形 固 定 資 産 3,231,334 6.7 2,509,648 5.7 △ 721,686

1. 営 業 権 2,539,380 1,904,535 △ 634,845

2. 電 話 加 入 権 43,032 43,380 348

3. そ の 他 648,921 561,732 △ 87,189

 (3)投資その他の資産 7,436,116 15.3 8,133,721 18.5 697,605

1. 投 資 有 価 証 券 1,767,187 3,548,057 1,780,869

2. 子 会 社 株 式 2,350,609 2,306,124 △ 44,485

3. 子 会 社 出 資 金 314,689 314,689 -

4. 保 険 積 立 金 52,555 - △ 52,555

5. 繰 延 税 金 資 産 2,327,436 1,202,873 △ 1,124,563

6. そ の 他 投 資 等 750,684 872,447 121,762

7. 貸 倒 引 当 金 △ 127,047 △ 110,470 16,576

資 産 合 計 48,477,433 100.0 43,878,793 100.0 △ 4,598,640

（注）  （ 前  期 ）           （ 当  期 ）

1.有形固定資産の減価償却累計額 8,663,300千円 8,350,748千円

（減価償却費） ( 521,061千円) ( 407,999千円)

2.受取手形割引高   479,741千円 　　－

金　　額

増　　減
前　　　期 当　　　期

（平成13年3月31日現在）（平成12年3月31日現在）

金　　額 金　　額



（単位：千円、端数切捨）

期　別 

 科　目 構成比 構成比

（負 債 の 部） ％ ％

Ⅰ流  動  負  債 28,027,074 57.8 21,199,129 48.3 △ 6,827,945

1. 支 払 手 形 5,382,263 5,923,251 540,987

2. 買 掛 金 7,743,674 4,714,753 △ 3,028,920

3. 短 期 借 入 金 10,865,000 7,200,000 △ 3,665,000

4. 一年内返済長期借入金 614,120 279,620 △ 334,500

5. 未 払 金 1,643,156 1,664,089 20,932

6. 未 払 法 人 税 等 23,351 87,264 63,912

7. 未 払 費 用 521,993 223,999 △ 297,993

8. 預 り 金 96,832 40,664 △ 56,167

9. 賞 与 引 当 金 411,000 608,181 197,181

10. 事業構造改革引当金 613,056 - △ 613,056

11. 製 品 保 証 引 当 金 - 145,632 145,632

12. そ の 他 流 動 負 債 112,626 311,672 199,045

Ⅱ固  定  負  債 3,818,713 7.9 4,419,264 10.1 600,551

1. 長 期 借 入 金 324,420 1,544,800 1,220,380

2. 退 職 給 与 引 当 金 3,185,306 - △ 3,185,306

3. 退 職 給 付 引 当 金 - 2,652,382 2,652,382

3. 役員退職慰労引当金 39,900 51,000 11,100

4. そ の 他 269,087 171,082 △ 98,004

31,845,788 65.7 25,618,394 58.4 △ 6,227,393

（資 本 の 部）

Ⅰ資　  本 　 金 2,941,025 6.1 2,941,025 6.7 -

Ⅱ法 定 準 備 金 3,067,231 6.3 3,088,989 7.0 21,757

1. 資 本 準 備 金 2,803,150 2,803,150 -

2. 利 益 準 備 金 264,081 285,839 21,757

Ⅲ再評価差額金 469,220 1.0 469,220 1.1 -

Ⅳ剰　　余　　金 10,154,168 20.9 10,703,412 24.4 549,244

 (1)任 意 積 立 金 13,868,734 9,371,737 △ 4,496,996

1. 特 別 償 却 準 備 金 18,734 21,737 3,003

2. 別 途 積 立 金 13,850,000 9,350,000 △ 4,500,000

 (2)当 期 未 処 分 利 益 △ 3,714,566 1,331,674 5,046,240

（うち当期利益） ( 788,578) 5,138,251

- - 1,057,751 2.4 1,057,751

16,631,645 34.3 18,260,398 41.6 1,628,753

48,477,433 100.0 43,878,793 100.0 △ 4,598,640

(△4,349,673)

  （平成12年3月31日現在）
増　　　減

金　　額

前　　　期
  （平成13年3月31日現在）
当　　　期

金　　額

負債資本合計

Ⅴその他有価証券評価差額金

金　　額

負 債 合 計

資 本 合 計



(2)比較損益計算書
（単位：千円、端数切捨）

期　別 

 科　目 百分比 百分比

（経常損益の部） ％ ％

営  業  損  益

Ⅰ 売    上    高 33,328,780 100.0 44,304,573 100.0 10,975,792

Ⅱ 売  上  原  価 27,364,825 82.1 35,626,823 80.4 8,261,998

売 上 総 利 益 5,963,954 17.9 8,677,749 19.6 2,713,794

Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,134,554 21.4 8,345,836 18.9 1,211,282

営 業 利 益 ( △ 損 失 ） △ 1,170,599 △ 3.5 331,912 0.7 1,502,512

営 業 外 損 益

Ⅳ 営 業 外 収 益 922,299 2.7 1,288,458 2.9 366,159

1. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 727,082 941,526 214,444

2. そ の 他 営 業 外 収 益 195,217 346,932 151,715

Ⅴ 営 業 外 費 用 503,474 1.5 362,214 0.8 △ 141,259

1. 支 払 利 息 及 び 割 引 料 127,125 - △ 127,125

2. 支　払　利　息 - 165,093 165,093

3. そ の 他 営 業 外 費 用 376,349 197,121 △ 179,227

経 常 利 益 ( △ 損 失 ） △ 751,775 △ 2.3 1,258,156 2.8 2,009,931

（特別損益の部）

Ⅵ 特　別　利　益 2,419,919 7.3 976,005 2.2 △ 1,443,913

1. 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 27,270 - △ 27,270

2. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,392,648 614,183 △ 1,778,465

3. そ　 の　 他 - 361,822 361,822

Ⅶ 特  別  損  失 9,366,524 28.1 886,300 2.0 △ 8,480,224

1. 固 定 資 産 売 却 損 370 - △ 370

2. 固 定 資 産 除 却 損 80,592 116,347 35,755

3. 製 品 保 証 損 失 442,870 - △ 442,870

4. 3,971,067 - △ 3,971,067

5. 事 業 構 造 改 革 特 別 損 失 4,871,624 - △ 4,871,624

6. そ 　の 　他 - 769,952 769,952

税引前当期利益(△損失） △ 7,698,380 △ 23.1 1,347,862 3.0 9,046,242

法人税,住民税及び事業税 88,150 0.3 149,992 0.3 61,841

法 人 税 等 還 付 額 151,237 0.4 - - △ 151,237

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,285,619 △ 9.9 409,291 0.9 3,694,911

当　期　利　益　(△損失） △ 4,349,673 △ 13.1 788,578 1.8 5,138,251

前 期 繰 越 利 益 646,674 662,507 15,832

過 年 度 税 効 果 調 整 額 87,651 - △ 87,651

税効果会計適用に伴う特別償
却準備金取崩高

13,566 - △ 13,566

中 間 配 当 額 102,530 108,554 6,024

利 益 準 備 金 積 立 額 10,253 10,855 602

当 期 未 処 分 利 益
（△未処理損失）

△ 3,714,566 1,331,674 5,046,240

前     期 当     期
増　　減　自 平成12年 4月 1日

　至 平成13年 3月31日

　自 平成11年 4月 1日

　至 平成12年 3月31日

過年度退職給与引当金繰入額

金　　額 金　　額 　金　　額



(3)比較利益処分案
              （単位：千円、端数切捨）

期　別 前    期 当    期

自 平成11年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日 増　　減

至 平成12年 3月31日 至 平成13年 3月31日

 科　目 金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 当期未処分利益 △ 3,714,566 1,331,674  5,046,240

（△未処理損失）  

Ⅱ 任意積立金取崩額 4,503,698 4,410 △ 4,499,288

1. 特別償却準備金取崩額 3,698 4,410  711

2. 4,500,000 － △ 4,500,000

  合       計 789,132 1,336,085  546,952

 

Ⅲ 利 益 処 分 額 126,625 639,920  513,295

1. 利 益 準 備 金 10,902 12,720  1,817

2. 配    当    金 109,021 109,020 △ 0

（1株につき5円） （1株につき5円）  

3. 役 員 賞 与 金 － 18,180  18,180

（うち監査役分） ( － ) （ 2,520 ）  （2，520 ）

4. 任 意 積 立 金  

1)特別償却準備金 6,702 － △ 6,702

2)別 途 積 立 金 － 500,000  500,000

 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 662,507 696,164  33,657

（注）平成１２年１２月１３日、１株につき５円の中間配当を実施いたしました。

別途積立金取崩額



【重要な会計方針】

　１. 有価証券の評価基準及び評価方法

    子会社株式及び関連会社株式 ……移動平均法による原価法

    その他有価証券

　　  時価のあるもの　………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　　　  　売却原価は移動平均法により算定）

　　  時価のないもの　………………移動平均法による原価法

　２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

   商品、製品　…………………… 移動平均法による原価法（製品のうち受注生産品については個別法による原価法）

   原材料　………………………… 移動平均法による原価法

   仕掛品　………………………… 個別法による原価法

   貯蔵品　………………………… 最終仕入原価法

　３．固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産　………………… 定率法を採用しております。

                               ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については、

                               定額法を採用しております。

                               なお、平成10年4月1日以降取得した取得価額10万円以上20万円未満の資産については、

                               3年間で均等償却する方法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物 ３　～　５０年

　　　　機械装置 ２　～　１５年

   無形固定資産　………………… 定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、営業権については、商法の規定による５年間の均等償却を行っております。

                                なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に

                               基づく定額法、販売目的の製品組込ソフトウエアについては製品の特性に応じ、 

                               見込販売数量または見込販売期間（１年から５年）に基づく定額法を採用してお   

                               ります。   

  ４．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

  ５．引当金の計上基準

(1)　貸倒引当金　…………………… 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

               　             　 回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)　賞与引当金　…………………… 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

(3)　製品保証引当金　………………  大型特注電源の販売後に発生する補修費用に充てるため、将来の補修費用発生可能性を

　　　　　　　　　　　　　　　　  個別に検討し、その見積り額を計上しております。

　　　　　　 　　　　　　　　　　 当社は、旧日本電気精器株式会社との合併（平成１１年１０月１日）に伴い、

               　　　　　　　　  旧日本電気精器株式会社の主力製品であった大型特注電源を取り扱う事となりました。

                　　　　　　　　 この大型特注電源について当期に入ってから内蔵部品の品質不良による不具合があり、

               　　　　　　　　  多額の補修費用の発生が見込まれることが判明しました。当社は、販売した製品を

           　　　　　　　　      自主的に修理する方針であり、該当する製品について製品保証引当金を設定しました。

          　　　　　　　　       製品保証引当金は補修費用の発生可能性を個別に見積り、補修費用の発生が見込まれる

                　　　　　　　　 製品について計上することとしました。なお、製品補修の大部分が合併以前の販売に関

               　　　　　　　　  わるものであるため、製品保証引当金繰入額の全額を特別損失の「その他」に計上して

               　　　　　　　　  おります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引前当期利益は199,512

　　　　　 　　　　　　　　　　　 千円減少しております。



(4)　退職給付引当金 ……………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

                              に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（12,402千円）については、

                              全額を特別利益の「その他」に計上しております。過去勤務債務は、その発生時の

                              従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により費用処理

　　　　　 　　　              しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

                              一定の年数（１３年）による定額法により翌期から費用処理することとしております。

(5)　役員退職慰労引当金 ………… 役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給

  　　　　 　　　　　　　 　　 見積額を計上しております。

   この役員退職慰労引当金は、商法第２８７条ノ２の引当金であります。

６．リース取引の処理方法

                リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

                取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

                繰延ヘッジ処理によっております。なお、通貨スワップについては振当処理の要件を

                満たしている場合は振当処理を採用しております。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

                外貨建金銭債権債務及び借入金利息をヘッジ対象とし、通貨及び金利等に関連

                したデリバティブ取引（主に通貨スワップや金利スワップ）をヘッジ手段として

                おります。

 ③ ヘッジ方針  

                社内規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

                事前にシュミュレーションを行い、その有効性を確認した上でヘッジ手段としての

                デリバティブ取引を選定しております。また、ヘッジ取引開始以降取引終了まで

                社内規定に基づいて個別の取引毎に当初予定した損益やキャッシュ・フローが確保

　　　　　　　   されたか否か検証し、ヘッジの有効性を確認しております。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法  …………… 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。



追加情報  

１．退職給付会計

当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成10年 6月 16 日）) を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であります。 

また、従来の退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払の額は、退職給付引当金に含

めて表示しております。

 

2． 金融商品会計

当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会  平成11年 1月 22 日）) を適用し、有価証券の評価の方法、デリバテｲブ取引、貸倒引当金の

計上基準について変更しております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前当期純利益は260,597千円増加しております。

またこの変更により投資有価証券が、1,823,708千円その他の有価証券評価差額金が、1,057,751千円

それぞれ増加し、繰延税金資産が、765,957千円減少しております。

なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他の有価証券に含まれるものを、すべて投

資有価証券として表示しております。

 

3． 外貨建取引等会計基準

当事業年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」

企業会計審議会  平成11年10月 22日））を適用しております。

この変更による損益への影響はありません。

 

 



 【注記事項】

 （個別貸借対照表関係）

  前  期 当  期

(千円） (千円）

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,663,300 8,350,748

２．圧縮記帳

　　　取得価額から控除した国庫補助金等の

　　　圧縮記帳額は次のとおりであります。 　 　

建物 24,800 24,800

構築物 2,650 2,650

３．受取手形割引高 479,741 -

４．担保資産及び担保付債務

    担保に供している資産の額 (簿価）

      建          物 961,759 870,853

       土          地 3,123,137 2,885,241

        計 4,084,896 3,756,095

  

    上記に対応する債務

 短 期 借 入 金 800,000 600,000

          長 期 借 入 金 938,540 324,420

(1年内返済予定分含む） 1,738,540 924,420

   

５．日本電気精器株式会社との合併により引き継いだ土地の再評価差額金「土地の再評価に関する法律　

 　　（平成10年 3月 31日公布、法律第34号）」を資本の部に計上しております。

再評価の方法　……　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年 3月 31日公布政令第119号）

　　　　　　　　　　第２条第５号によるところの鑑定評価による方法としておりますが、

　　　　　　　　　　一部については、同上第３号によるところの固定資産税評価額に基づいて

　　　　　　　　　　再評価しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　平成11年 3月 31日

６．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 80,000,000 株

発行済株式総数 21,804,310 株

７．関係会社項目

区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりで

あります。 　

前  期 　当  期

(千円） (千円）

(1）　売掛金 1,328,384 　 424,001

(2）　受取手形 98,316 　 107,641

(3）　未収入金 ― 　 14,788

(4）　材料支給未収入金 921,905 　 978,953

(5）　その他流動資産 174,305 　 359,824

(6）　その他投資等 ― 　 96,116

(7）　支払手形 673,487 ―

(8）　買掛金 2,585,282 　 1,876,531

(9）　未払金 102,248 　 88,014

８．債務保証

      関係会社について、金融機関からの借入金 前  期 当  期

      に対し債務保証を行っております。 (千円） (千円）

 デンセイ・タイランド Co.,Ltd. 331,650 52,440

９．期末日満期手形

      期末日満期手形の会計処理については、金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

      ものとして処理しております。期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

　   

受取手形 957,642  千円

支払手形 585,611  千円

 



【注記事項】

  （個別損益計算書関係）

前  期 当  期

 １.　関係会社との取引 (千円） (千円）

 

 当期製品仕入高 11,593,627 14,445,768

 受取配当金 700,000 900,000

 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目

　　及び金額

 荷造運送費 816,382 867,836

広告宣伝費 247,778 276,407

  給料手当 1,579,484 1,904,733

 賞与引当金繰入額 112,652 295,271

旅費交通費 335,045 325,482

減価償却費 83,394 95,518

 賃借料 435,035 566,055

技術研究費 43,336 ―

役員退職慰労引当金繰入額 25,900 35,000

 

３.　研究開発費の総額

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる  

　　　研究開発費 1,626,296 1,887,701

４.　営業外収益(その他)の内訳

　　　不動産賃貸料 46,671 107,086

　　　為替差益 ― 31,779

　　　雑収入他 148,544 208,067

５.　営業外費用(その他)の内訳

　　　貸倒引当金繰入額 ― 39,292

　　　投資有価証券評価損 124,831 ―

　　　減価償却費 80,831 ―

　　　為替差損 72,451 ―

　　　雑損失他 98,235 157,828

　 　 　

６.　特別利益(その他)の内訳

　　　前期損益修正益 ― 349,420

　　　会計処理基準変更時差異償却 ― 12,402

　

７.　特別損失(その他)の内訳

　　　棚卸資産除却損 ― 384,847

　　　製品保証引当金繰入額 ― 199,512

　　　子会社及び関連会社整理損失 ― 180,592

　　　投資有価証券評価損 ― 4,999

８.　固定資産除却損の内訳

建物 492 14,836

構築物 ― 7,501

機械及び装置 28,939 45,316

車輛運搬具 90

工具器具及び備品 46,709 19,378

建設仮勘定 4,450 ―

その他 ― ―



【リース取引】

 リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ－ス取引

  (1)リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　【前　期】 取得価格相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 45,574 千円 19,739 千円 25,835 千円

車両運搬具 12,625 9,414 3,211

工具器具及び備品 549,739 403,939 145,800

ソフトウェア 7,714 128 7,585

〔合計〕 615,654 433,221 182,432

　【当　期】

機械及び装置 84,207 千円 37,837 千円 46,369 千円

車両運搬具 - - -

工具器具及び備品 380,153 270,467 109,685

ソフトウェア 28,518 2,498 26,020

〔合計〕 492,879 310,803 182,075

  (2)未経過リース料期末残高相当額

【前　期】 【当  期】

113,321 千円 78,633 千円

90,762 112,484

204,083 191,118

  (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

【前　期】 【当  期】

146,864 千円 143,525 千円

99,251 122,484

9,103 8,130

  (4)減価償却費相当額の算定方法

長岡事業所…………リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を10%とする定率法により計算した減価償却費

相当額に簡便的に九分の十を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によって

おります。

上記以外……………リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

減価償却費相当額

支 払 利 息 相 当 額

１ 年 内

１ 年 超

合 計

支 払 リ － ス 料



【税効果会計】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

前　　期 当　　期
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

繰延税金資産
賞与引当金 62,560 173,335
退職給与引当金 1,337,808 -
退職給付引当金 - 1,114,000
事業構造改革引当金 257,483 -
未払費用 186,005 204,380
繰越外国税額 92,033 104,203
閉鎖工場の土地及び建物除却損 250,853 237,795
生産中止に伴う建物除却損 426,802 398,786
繰越欠損金 294,235 -
その他 158,255 404,245

繰延税金資産小計 3,066,037 2,636,746
評価性引当額 - -
繰延税金資産合計 3,066,037 2,636,746
繰延税金負債
未収事業税 △ 16,805 -
特別償却準備金 △ 15,741 △ 12,547
その他有価証券評価差額金 - △ 765,957

繰延税金負債合計 △ 32,546 △ 778,505
繰延税金資産の純額 3,033,490 1,858,241

２．法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因の主な項目の内訳は、以下のとおりであ
　　ります。
　　　（前　　期）
 当期は税引前当期損失を計上しておりますので、該当事項はありません。

　　　（当　　期）
 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下である為、
 記載を省略しております。



２．役員の異動

　新任取締役候補者　　津谷　忠男　（現　ＣＦＯ兼財務本部長）

以　上


